
第一号第一様式

法人単位資金収支計算書
(自)　令和 7 年 4 月 1 日 (至)　令和 8 年 3 月31 日

(単位：円)

勘定科目 予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B) 備考

事  保育事業収入 [ 195,800,000 ] [ 198,357,843 ] [△ 2,557,843 ]

業 収 受取利息配当金収入 [ 150,000 ] [ 122,236 ] [ 27,764 ]

活 入 その他の収入 [ 2,550,000 ] [ 2,563,950 ] [△ 13,950 ]

動  　　　事業活動収入計(1) [ 198,500,000 ] [ 201,044,029 ] [△ 2,544,029 ]

に  人件費支出 [ 126,900,000 ] [ 124,100,204 ] [ 2,799,796 ]

よ 支 事業費支出 [ 20,430,000 ] [ 20,357,933 ] [ 72,067 ]

る 出 事務費支出 [ 36,990,000 ] [ 34,180,198 ] [ 2,809,802 ]

収  その他の支出 [ 2,500,000 ] [ 2,575,804 ] [△ 75,804 ]

支  　　　事業活動支出計(2) [ 186,820,000 ] [ 181,214,139 ] [ 5,605,861 ]

 　事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2) [ 11,680,000 ] [ 19,829,890 ] [△ 8,149,890 ]

  施設整備等補助金収入 [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

施  施設整備等寄附金収入 [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

設 収 設備資金借入金収入 [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

整 入 固定資産売却収入 [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

備  その他の施設整備等による収入 [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

等  　　　施設整備等収入計(4) [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

に  設備資金借入金元金償還支出 [ 2,400,000 ] [ 2,400,000 ] [ 0 ]

よ  固定資産取得支出 [ 8,000,000 ] [ 7,359,241 ] [ 640,759 ]

る 支 固定資産除却・廃棄支出 [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

収 出 ファイナンス・リース債務の返済支出 [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

支  その他の施設整備等による支出 [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

  　　　施設整備等支出計(5) [ 10,400,000 ] [ 9,759,241 ] [ 640,759 ]

 　施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5) [△ 10,400,000 ] [△ 9,759,241 ] [△ 640,759 ]

  長期運営資金借入金収入 [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

そ  役員等長期借入金収入 [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

の 収 長期貸付金回収収入 [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

他 入 投資有価証券売却収入 [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

の  積立資産取崩収入 [ 500,000 ] [ 341,365 ] [ 158,635 ]

活  　　　その他の活動収入計(7) [ 500,000 ] [ 341,365 ] [ 158,635 ]

動  長期運営資金借入金元金償還支出 [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

に  役員等長期借入金元金償還支出 [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

よ 支 長期貸付金支出 [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

る 出 投資有価証券取得支出 [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

収  積立資産支出 [ 700,000 ] [ 9,719,200 ] [△ 9,019,200 ]

支  　　　その他の活動支出計(8) [ 700,000 ] [ 9,719,200 ] [△ 9,019,200 ]

 　その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8) [△ 200,000 ] [△ 9,377,835 ] [ 9,177,835 ]

予備費支出(10) [ 0 ] [ 0 ]

[ 0 ]

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) [ 1,080,000 ] [ 692,814 ] [ 387,186 ]

前期末支払資金残高(12) 44,333,215 44,333,215 0

当期末支払資金残高(11)＋(12) [ 45,413,215 ] [ 45,026,029 ] [ 387,186 ]



第二号第一様式

法人単位事業活動計算書
(自)　令和 7 年 4 月 1 日 (至)　令和 8 年 3 月31 日

(単位：円)

勘定科目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減(A)-(B)

サ 収 保育事業収益 [ 198,357,843 ] [ 195,627,703 ] [ 2,730,140 ]

｜ 益 その他の収益 [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

ビ  　　　サービス活動収益計(1) [ 198,357,843 ] [ 195,627,703 ] [ 2,730,140 ]

ス  人件費 [ 123,097,545 ] [ 135,358,487 ] [ △ 12,260,942 ]

活  事業費 [ 20,509,229 ] [ 19,969,653 ] [ 539,576 ]

動 費 事務費 [ 34,180,198 ] [ 30,014,731 ] [ 4,165,467 ]

増 用 減価償却費 [ 11,977,046 ] [ 12,085,413 ] [ △ 108,367 ]

減  国庫補助金等特別積立金取崩額 [ △ 4,656,522 ] [ △ 4,995,422 ] [ 338,900 ]

の  　　　サービス活動費用計(2) [ 185,107,496 ] [ 192,432,862 ] [ △ 7,325,366 ]

部 　サービス活動増減差額(3)=(1)-(2) [ 13,250,347 ] [ 3,194,841 ] [ 10,055,506 ]

サ  受取利息配当金収益 [ 122,236 ] [ 47,512 ] [ 74,724 ]

｜  有価証券売却益 [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

ビ 収 投資有価証券売却益 [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

ス 益 積立資産評価益 [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

活  その他のサービス活動外収益 [ 2,640,486 ] [ 2,154,885 ] [ 485,601 ]

動  　　　サービス活動外収益計(4) [ 2,762,722 ] [ 2,202,397 ] [ 560,325 ]

外  有価証券売却損 [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

増 費 投資有価証券売却損 [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

減 用 積立資産評価損 [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

の  その他のサービス活動外費用 [ 2,719,455 ] [ 2,849,157 ] [ △ 129,702 ]

部  　　　サービス活動外費用計(5) [ 2,719,455 ] [ 2,849,157 ] [ △ 129,702 ]

 　サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5) [ 43,267 ] [ △ 646,760 ] [ 690,027 ]

　　　経常増減差額(7)=(3)+(6) [ 13,293,614 ] [ 2,548,081 ] [ 10,745,533 ]

  施設整備等補助金収益 [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

特 収 施設整備等寄附金収益 [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

別 益 固定資産売却益 [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

増  　　　特別収益計(8) [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

減  基本金組入額 [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

の 費 固定資産売却損・処分損 [ 3 ] [ 0 ] [ 3 ]

部 用 国庫補助金等特別積立金積立額 [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

  　　　特別費用計(9) [ 3 ] [ 0 ] [ 3 ]

 　特別増減差額(10)=(8)-(9) [ △ 3 ] [ 0 ] [ △ 3 ]

当期活動増減差額(11)=(7)+(10) [ 13,293,611 ] [ 2,548,081 ] [ 10,745,530 ]

繰 前期繰越活動増減差額(12) [ △ 6,193,985 ] [ △ 8,742,066 ] [ 2,548,081 ]

越 当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12) [ 7,099,626 ] [ △ 6,193,985 ] [ 13,293,611 ]

活 基本金取崩額(14) [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

動 その他の積立金取崩額(15) [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

増 その他の積立金積立額(16) [ 9,000,000 ] [ 0 ] [ 9,000,000 ]

減 次期繰越活動増減差額

差 (17)=(13)+(14)+(15)-(16) △ 1,900,374 △ 6,193,985 4,293,611

額

の

部



第三号第一様式

法人単位貸借対照表
令和 8 年 3 月31 日現在

(単位：円)

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

当年
度末

前年
度末

増減
当年
度末

前年
度末

増減

流動資産 [ 53,717,794 ] [ 54,641,449 ] [△ 923,655 ] 流動負債 [ 15,162,069 ] [ 18,242,804 ] [△ 3,080,735 ]

　　現金預金 41,903,720 49,818,759 △ 7,915,039 　　事業未払金 5,353,042 6,764,741 △ 1,411,699

　　事業未収金 4,225,060 87,353 4,137,707 　　その他の未払金 932,000 0 932,000

　　未収補助金 7,437,718 4,584,041 2,853,677 　　１年以内返済予定設備

　　1年以内回収予定長期 　　資金借入金 2,400,000 2,400,000 0

　　前払費用 151,296 151,296 0 　　職員預り金 2,255,427 3,392,197 △ 1,136,770

固定資産 [ 168,562,637 ] [ 164,021,021 ] [ 4,541,616 ] 　　賞与引当金 4,221,600 5,685,866 △ 1,464,266

　基本財産 [ 111,032,242 ] [ 118,526,479 ] [△ 7,494,237 ] 固定負債 [ 30,648,441 ] [ 32,586,834 ] [△ 1,938,393 ]

　　建物 111,032,242 118,526,479 △ 7,494,237 　　設備資金借入金 26,400,000 28,800,000 △ 2,400,000

その他の固定資産 [ 57,530,395 ] [ 45,494,542 ] [ 12,035,853 ] 　　退職給付引当金 4,248,441 3,786,834 461,607

　　構築物 5,462,273 7,988,803 △ 2,526,530 負債の部合計 [ 45,810,510 ] [ 50,829,638 ] [△ 5,019,128 ]

　　器具及び備品 10,859,033 5,456,074 5,402,959 純　資　産　の　部
　　有形リース資産 1 1 0 基本金 [ 83,362,414 ] [ 83,362,414 ] [ 0 ]

　　退職給付引当資産 3,696,480 3,385,760 310,720 国庫補助金等特別積立金 [ 57,507,881 ] [ 62,164,403 ] [△ 4,656,522 ]

　　人件費積立資産 3,000,000 3,000,000 0 その他の積立金 [ 37,500,000 ] [ 28,500,000 ] [ 9,000,000 ]

　　修繕積立資産 5,500,000 5,500,000 0 　　人件費積立金 3,000,000 3,000,000 0

　　備品等購入積立資産 3,500,000 3,500,000 0 　　修繕積立金 5,500,000 5,500,000 0

　　保育所施設・設備整備 　　備品等購入積立金 3,500,000 3,500,000 0

　　積立資産 25,500,000 16,500,000 9,000,000 　　保育所施設・設備整備

　　長期前払費用 12,608 163,904 △ 151,296 　　積立金 25,500,000 16,500,000 9,000,000

次期繰越活動増減差額 [△ 1,900,374 ] [△ 6,193,985 ] [ 4,293,611 ]

(うち当期活動増減差額) 13,293,611 2,548,081 10,745,530

純資産の部合計 [ 176,469,921 ] [ 167,832,832 ] [ 8,637,089 ]

　資産の部合計 222,280,431 218,662,470 3,617,961 負債及び純資産の部合計 222,280,431 218,662,470 3,617,961



別紙１

　　　　　計算書類に対する注記（法人全体用）

１．継続事業の前提に関する注記

該当なし

２．重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法
・リース資産を除く固定資産－定額法
・リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(2)引当金の計上基準
・退職給付引当金－職員の退職給付に備えるため、当法人で採用している（一財）大阪民間社会福祉事業
　　　　　　　　　従事者共済会の退職共済制度に基づき、期末退職金要支給額（約定給付額から被共済
　　　　　　　　　職員個人が拠出した掛金累計額を控除した金額）を退職給付引当金として計上してい
　　　　　　　　　る。
・賞与引当金　　－職員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当該会計年度の負担に属する金
　　　　　　　　　額を、賞与引当金として計上している。

(3)社会福祉法人会計基準移行前の所有権移転外ファイナンス・リース取引
リース取引開始日が平成26年3月31日以前のリース取引については、引き続き通常の賃借処理に係る方法
に準じた会計処理を適用している。

３．重要な会計方針の変更

該当なし

４．法人で採用する退職給付制度

当法人は、(独)福祉医療機構の実施する退職共済制度及び一般財団法人大阪民間社会福祉事業従事者共済会の実
施する退職共済制度を採用している。

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

   当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)法人全体の計算書類(会計基準省令第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式)
(2)事業区分別内訳表(会計基準省令第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式)
   当法人では、社会福祉事業のみを実施しているため作成していない。
(3)拠点区分別内訳表(会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式)
   当法人は、拠点区分が１つであるため作成していない。
(4)拠点区分におけるサービス区分の内容
  ア　大阪聖母保育園拠点（社会福祉事業）
 「大阪聖母保育園」
 「本部」

６．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

建物

合計

118,526,479 0 7,494,237 111,032,242

118,526,479 0 7,494,237 111,032,242



７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

８．担保に供している資産

該当なし

９．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産）

構築物

器具及び備品

有形リース資産

合計

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当なし

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１２．関連当事者との取引の内容

該当なし

１３．重要な偶発債務

該当なし

１４．重要な後発事象

該当なし

１５．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

該当なし

１６．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

24,231,841 13,372,808 10,859,033

12,637,800 12,637,799 1

302,658,841 175,305,292 127,353,549

225,563,900 114,531,658 111,032,242

40,225,300 34,763,027 5,462,273



別紙２

　　　　　計算書類に対する注記（大阪聖母保育園拠点区分用）

１．重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法
・リース資産を除く固定資産－定額法
・リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(2)引当金の計上基準
・退職給付引当金－職員の退職給付に備えるため、当法人で採用している（一財）大阪民間社会福祉事業
　　　　　　　　　従事者共済会の退職共済制度に基づき、期末退職金要支給額（約定給付額から被共済
　　　　　　　　　職員個人が拠出した掛金累計額を控除した金額）を退職給付引当金として計上してい
      　　　　　　る。
・賞与引当金　　－職員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当該会計年度の負担に属する金
　　　　　　　　　額を、賞与引当金として計上している。

(3)社会福祉法人会計基準移行前の所有権移転外ファイナンス・リース取引
リース取引開始日が平成26年3月31日以前のリース取引については、引き続き通常の賃借処理に係る方法
に準じた会計処理を適用している。

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

当拠点区分では、(独)福祉医療機構の実施する退職共済制度及び一般財団法人大阪民間社会福祉事業従事者共済
会の実施する退職共済制度を採用している。

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
(1)大阪聖母保育園拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)
(2)拠点区分資金収支明細書(別紙３（⑩）)
  ア　「大阪聖母保育園」
  イ　「本部」
(3)拠点区分事業活動明細書(別紙３（⑪）)は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

建物

合計

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

７．担保に供している資産

該当なし

118,526,479 0 7,494,237 111,032,242

118,526,479 0 7,494,237 111,032,242



８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産）

構築物

器具及び備品

有形リース資産

合計

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

該当なし

１３．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

24,231,841 13,372,808 10,859,033

12,637,800 12,637,799 1

302,658,841 175,305,292 127,353,549

225,563,900 114,531,658 111,032,242

40,225,300 34,763,027 5,462,273


